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　台東区が暴力団追放都市であることを次のとおり宣言する。

　暴力や犯罪のない平穏で明るい地域社会の実現は、台東区民共通の願い

である。

　しかし、近年、暴力団は、政治、経済、社会のあらゆる分野に不当に介入し、

その資金獲得活動を多様化、不透明化させるとともに、銃器等を使用した対

立抗争事件を引き起こすなど、日常生活に不安と脅威を与えている。

　このような暴力団の存在は、平穏で安全な生活を望む区民の願いを踏みに

じるものであり、断じて許されるものではない。

　台東区は、暴力団のいない平穏で明るい地域社会の実現に向けて努力する

ことを誓い、ここに暴力団追放都市であることを宣言する。
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は　じ　め　に

「台東区の生活安全」は、警察で認知した区内の犯罪状況と、生活の安全に関する区の
事業をまとめたもので、平成１７年から毎年作成しています。

犯罪発生状況については、地域の自主防犯活動にご活用いただくため、町会ごとの詳細
なデータを掲載しています。

令和４年中における区内４警察署（上野・下谷・浅草・蔵前）で認知した刑法犯の件数は、
２，５３５件で、令和３年と比較すると１６０件増加しており、平成２６年以降８年ぶり
の増加となりました。

台東区では、「特殊詐欺」、「侵入盗」、「万引き」、「自転車盗」、「子供に対する犯罪」の
５罪種を重点犯罪に指定し、対策を実施してまいりました。

特に、特殊詐欺については、被害件数は４８件で前年（令和３年）比３９件の減少、被
害額は約７千２百万円で前年（令和３年）比約１億円減少と、被害件数、被害額とも大き
く減少しています。

区は、特殊詐欺被害をなくすため、区内４警察署と連携して、高齢者世帯を対象に、被
害防止に有効な「自動通話録音機」の無償貸与を行っています。また、被害防止の啓発番
組を制作し、YouTube での配信や町会への啓発 DVD 配布を行うとともに、広報紙やチ
ラシなどによる情報発信を継続して実施しています。他の犯罪では、万引き被害が減少し
たものの、侵入盗、自転車盗、子供に対する犯罪は増加しています。

防犯設備整備助成事業として、町会、商店街等の地域団体が、当該地区における安全確
保及び犯罪抑止のために設置する防犯カメラ等の防犯設備整備にかかる費用の一部を助成
しています。

子供の安全安心を守る事業としては、子供が利用する施設等を中心とした、青色回転灯
付きパトロールカーによる巡回を行っています。

今後も、区民と本区を訪れる方々の安全と安心を確保するため、警察、関係団体そして 
地域の皆様と、区内の犯罪状況や防犯活動等の情報を共有し、協働して犯罪に強いまちづ
くりに努めてまいります。

なお、本書は警視庁本部、区内の警察署、消防署等で集計した資料に基づき作成したも
のです。資料の提供を含め多大なご協力をいただきましたことに、厚くお礼を申し上げます。
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（1）全国の刑法犯認知件数の推移（平成30年から令和４年）
　全国の刑法犯認知件数は、平成15年（2,790,136件）をピークに令和３年まで18年連続で減少して
いましたが、令和４年は601,331件となり、19年ぶりに増加となりました。（表1－1）

（表1－1）全国の刑法犯認知件数の推移（平成30年～令和４年）� （単位：件）

年次
罪種別

30 元 2 3 4 前年対比

刑法犯総数 817,338 748,559 614,231 568,104 601,331 33,227

凶悪犯総数 4,900 4,706 4,444 4,149 4,437 288

粗暴犯総数 59,139 56,753 51,829 49,717 52,701 2,984

窃盗犯総数 582,141 532,565 417,291 381,769 407,911 26,142

知能犯総数 42,594 36,031 34,065 36,663 41,308 4,645

風俗犯総数 9,112 8,710 7,723 7,880 8,133 253

その他刑法犯 119,452 109,794 98,879 87,926 86,841 △1,085

（警察庁統計資料より）

（2）東京都内の刑法犯認知件数の推移（平成30年から令和４年）
　東京都内の刑法犯認知件数は、平成15年（299,406件）をピークに令和３年まで18年連続で減少し
ていましたが、令和４年は78,475件となり、19年ぶりに増加となりました。（表1－2）

（表1－2）東京都内の刑法犯認知件数の推移（平成30年～令和４年）� （単位：件）

年次
罪種別

30 元 2 3 4 前年対比

刑法犯総数 114,492 104,664 82,764 75,288 78,475 3,187

凶悪犯総数 684 660 669 611 629 18

粗暴犯総数 8,437 7,586 6,461 6,154 6,875 721

窃盗犯総数 78,924 73,988 55,226 48,220 51,231 3,011

知能犯総数 8,742 6,782 6,294 8,179 7,468 △711

風俗犯総数 1,021 912 764 754 860 106

その他刑法犯 16,684 14,736 13,350 11,370 11,412 42

（警視庁統計資料より）

１　全国・都内の犯罪発生状況の概要
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（1） 台東区内の刑法犯認知件数の推移
　令和４年の台東区内における全刑法犯の総件数は2,535件で、前年より160件増加しました。しか
し、平成15年（8,378件）と比べると半分以下となっています。
　前年と比較すると凶悪犯（△3件）、知能犯（△32件）は減少し、粗暴犯（＋33件）、窃盗犯（＋130
件）、風俗犯（＋6件）は増加しました。（表2－1）

（表2－1）台東区内の刑法犯認知件数の推移（平成30年～令和４年）� （単位：件）
年次

罪種別
30 元 2 3 4 前年対比

刑法犯総数 3,150 2,879 2,482 2,375 2,535 160

凶悪犯総数 20 26 30 25 22 △ 3

粗暴犯総数 257 262 248 249 282 33

窃盗犯総数 2,198 2,034 1,638 1,558 1,688 130

知能犯総数 215 187 176 197 165 △ 32

風俗犯総数 25 17 26 21 27 6

その他刑法犯 435 353 364 325 351 26

� （資料提供：区内警察署）

　特殊詐欺の被害件数は48件、被害金額は71,580,018円で、前年と比較して件数は39件減少し、被
害金額は100,854,609円減少しました。（表2－2）

（表2－2）警察署別特殊詐欺（恐喝）被害状況（平成30年～令和４年）� （単位：件）
年 種　別 上　野 下　谷 浅　草 蔵　前 計 前年対比

4

オレオレ詐欺（恐喝含む） 1 5 6 △ 2

預貯金詐欺 1 8 4 7 20 △ 8

架空詐欺（恐喝含む） 1 1 1 1 4 3

融資保証金詐欺

還付金詐欺 2 3 6 5 16 △ 29

金融商品詐欺

キャッシュカード詐欺盗 1 1 2 △ 3

被害件数 5 14 11 18 48 △ 39

被害金額（円） 5,935,835 20,909,237 8,684,279 36,050,667 71,580,018 △ 100,854,609

3
被害件数 5 33 27 22 87 39

被害金額（円） 1,487,375 63,641,490 51,898,162 55,407,600 172,434,627 71,493,048

2
被害件数 4 19 11 14 48 △ 11

被害金額（円） 6,181,662 33,671,869 20,481,252 40,606,796 100,941,579 △ 25,167,901

元
被害件数 10 27 10 12 59 2

被害金額（円） 13,103,240 79,849,933 15,458,000 17,698,307 126,109,480 △ 2,067,524

30
被害件数 8 23 15 11 57 △ 5

被害金額（円） 7,503,889 26,839,116 52,800,000 41,033,999 128,177,004 25,048,017

（資料提供：区内警察署）

 

２　台東区内の犯罪発生情勢
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（2） 台東区内警察署管内別刑法犯認知件数状況

（資料提供：区内警察署）

（表2－3）警察署管内別刑法犯認知件数状況（令和４年）� （単位：件）
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（表2－4）※参考（令和３年以前）� （単位：件）

年 警察署名 合　計 凶悪犯 粗暴犯 侵入窃盗 非侵入窃盗 知能犯 風俗犯 その他

３　

年

上野署 912 8 97 18 604 48 8 129

下谷署 372 7 43 3 211 56 5 47

浅草署 691 9 84 9 447 52 4 86

蔵前署 400 1 25 11 255 41 4 63

合計 2,375 25 249 41 1,517 197 21 325

2 4署合計 2,482 30 248 89 1,549 176 26 364

元 4署合計 2,879 26 262 116 1,918 187 17 353

30 4署合計 3,150 20 257 65 2,133 215 25 435 

（資料提供：区内警察署）
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（3） 台東区内の窃盗犯認知件数の推移
　令和４年の窃盗犯の認知件数は、1,688件で前年と比較して130件増加しました。（表2－5）

（表2－5）窃盗犯認知件数の推移（平成30年～令和４年）� （単位：件）

年次
罪種別

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 前年対比

窃盗犯総数 2,198 2,034 1,638 1,558 1,688 130

侵入窃盗 65 116 89 41 53 12

非侵入窃盗 2,133 1,918 1,549 1,517 1,635 118

（資料提供：区内警察署）

　罪種別の件数では、前年と比較すると、事務所荒し（△3件）、万引き（△5件）、車上ねらい（△18件）
が減少したのに対して、空き巣（＋5件）、出店荒し（＋16件）、ひったくり（＋8件）、自転車盗（＋102件）、
置引き（＋16件）が増加しました。（表2－6）

（表2－6）年別：窃盗犯の主な罪種別認知件数の推移（平成30年～令和４年）� （単位：件）

（資料提供：区内警察署）
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（表2－7）警察署別：侵入窃盗被害の罪種別被害状況（令和４年）� （単位：件）

　　　※その他侵入（学校荒らし、居空きを含む）� （資料提供：区内警察署）
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（表2－8）警察署別：非侵入窃盗被害の罪種別被害状況（令和４年）� （単位：件）

� （資料提供：区内警察署）
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（4） 台東区内地区別 （町会別） 主な窃盗被害認知件数状況

（各警察署調べ） 令和４年地区別犯罪発生状況
令和４年

合　
　
　

計
（
件
）

犯罪項目

地　　区

ひ
っ
た
く
り

置
引
き

車
上
ね
ら
い

自
転
車
盗

事
務
所
荒
し

出
店
荒
し

空
き
巣

自
販
機
ね
ら
い

オ
ー
ト
バ
イ
盗

自
動
車
盗

竹　町　地　区 2 1 46 6 1 1 57

東上野　地　区 1 1 24 2 1 1 30

上　野　地　区 2 15 9 111 7 2 1 147

入　谷　地　区 2 2 4 80 2 2 4 96

金　杉　地　区 2 1 7 52 1 1 1 65

谷　中　地　区 1 2 13 16

浅草橋　地　区 1 2 3 44 1 51

浅草寿　地　区 2 1 59 1 2 1 3 1 1 71

雷　門　地　区 1 15 3 100 4 1 2 126

馬　道　地　区 1 9 86 3 1 3 103

清　川　地　区 1 8 69 1 1 80

発生場所不明分 1 1 3 5

令和４年
全地区認知件数合計

10 42 49 687 1 26 10 6 13 3 847

前年対比 8 16 △18 102 △3 16 5 2 3 1 132

令和３年
認知件数合計

2 26 67 585 4 10 5 4 10 2 715

令和２年
認知件数合計

1 49 50 683 13 30 13 8 8 0 855

令和元年
認知件数合計

4 70 66 784 11 31 14 15 13 3 1,011

平成30年
認知件数合計

14 77 77 856 7 22 13 9 20 2 1,097

※上野地区（JR上野駅、JR御徒町駅を含む）
※入谷地区（JR鶯谷駅を含む）
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不審な電話とは

・息子さんやお孫さんから
 「携帯電話をなくした」「番号が変わった・・・」「電車の中に鞄を忘れた」「会社のお金を横領した」
・警察官や金融機関から
 「あなたの口座が振り込め詐欺に利用された・・・」「預（貯）金やキャッシュカードを預かります」
・区役所等の行政職員から
 「還付金があるので、ATMで手続きするように」

ひとくちメモ ☆特殊詐欺の被害防止対策　不審な電話は110番！

もし、このような電話がかかってきたら

1　必ず、家族の「変更前の電話番号」にかけ直しましょう。
　 ※つながらない場合は、ご家族・ご親戚に連絡し、事実を確認しましょう。
2　「ウソ」だと分かったら、すぐに最寄りの警察署、または110番へ通報しましょう。

（各警察署調べ） 令和４年町会別犯罪発生状況
令和４年 合　

　
　

計
（
件
）

犯罪項目

ひ
っ
た
く
り

置
引
き

車
上
ね
ら
い

自
転
車
盗

事
務
所
荒
し

出
店
荒
し

空
き
巣

自
販
機
ね
ら
い

オ
ー
ト
バ
イ
盗

自
動
車
盗

竹町地区

竹町南町会 6 1 7

竹町中町会 2 1 3

台東四丁目町会 1 1

佐竹町会 10 10

二長町町会 1 6 1 8

御徒町一丁目町会 4 4

御徒町二丁目町会 6 3 9

仲徒一丁目町会 1 6 7

秋葉原町会 2 2

長者町一丁目町会 2 2

上野南大門町町会 1 1 2 4

認知件数 0 2 1 46 0 6 1 0 0 1 57

前年対比 0 0 △7 17 △1 4 1 0 0 1 15

令和３年　認知件数 0 2 8 29 1 2 0 0 0 0 42

令和２年　認知件数 0 1 4 34 0 0 0 2 1 0 42

令和元年　認知件数 0 1 1 41 1 3 0 1 0 0 48

平成30年　認知件数 0 0 4 42 2 3 0 0 0 0 51
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ひとくちメモ ☆ストップ！ ATMでの携帯電話

●詐欺被害を防ぐため、ATMコーナーでの携帯電話の
　利用はご遠慮ください。

●ATMに誘導されたら、詐欺です。

●ATMで還付金の手続きは出来ません。

●少しでもおかしいと感じたら、警察に連絡しましょう。

（各警察署調べ） 令和４年町会別犯罪発生状況
令和４年 合　

　
　

計
（
件
）

犯罪項目

ひ
っ
た
く
り

置
引
き

車
上
ね
ら
い

自
転
車
盗

事
務
所
荒
し

出
店
荒
し

空
き
巣

自
販
機
ね
ら
い

オ
ー
ト
バ
イ
盗

自
動
車
盗

東上野地区

東上野西町町会 0

東上野２丁目町会 1 1 2

東上野徒三町会 5 5

東上野宮元町会 3 3

東上野三丁目中町会 0

東上野車坂町会 1 1 9 1 12

東上野稲神町会 4 1 5

東上野神吉町会 2 2

東上野四丁目本町会 1 1

認知件数 0 1 1 24 0 2 1 0 1 0 30

前年対比 0 0 △2 2 0 1 1 0 0 △1 1

令和３年　認知件数 0 1 3 22 0 1 0 0 1 1 29

令和２年　認知件数 0 2 3 33 1 2 0 0 0 0 41

令和元年　認知件数 0 1 3 28 1 1 0 1 1 0 36

平成30年　認知件数 2 4 2 39 0 2 0 2 0 0 51
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（各警察署調べ） 令和４年町会別犯罪発生状況
令和４年 合　

　
　

計
（
件
）

犯罪項目

ひ
っ
た
く
り

置
引
き

車
上
ね
ら
い

自
転
車
盗

事
務
所
荒
し

出
店
荒
し

空
き
巣

自
販
機
ね
ら
い

オ
ー
ト
バ
イ
盗

自
動
車
盗

上野地区

黒門町町会 6 6

東黒門町町会 5 5

坂町同朋町親和会 1 2 3

長者町二丁目町会 10 10

仲御徒町中町会 1 11 2 14

仲徒三四町会 1 9 1 11

下谷町町会 3 2 1 6

上野三橋五條町町会 2 4 1 7

上野町町会 1 1 2 1 5

上野広小路町会 11 11

数寄屋町町会 1 1 1 3

池之端仲町町会 2 2

元黒門町会 1 2 4 7

上野東広小路会 9 9

池之端茅町町会 2 2

池之端２丁目町会 3 2 5

池之端三丁目町会 2 2

池之端４丁目町会 2 1 3

上野公園町会 3 6 9

上車坂町会 1 1 5 7

下車坂町会 1 1 2

JR上野駅 3 2 13 18

JR御徒町駅 0

認知件数 2 15 9 111 0 7 2 0 1 0 147

前年対比 1 △1 △4 24 △1 3 2 0 1 0 25

令和３年　認知件数 1 16 13 87 1 4 0 0 0 0 122

令和２年　認知件数 1 18 7 102 2 11 0 2 0 0 143

令和元年　認知件数 1 45 13 111 0 9 1 2 2 2 186

平成30年　認知件数 4 51 7 122 1 7 0 1 1 0 194
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●車から離れるときは、短時間でも確実に「ドアロック」しましょう。 
●車内にバッグ等の貴重品を放置しないようにしましょう。
●警報ブザーを活用しましょう。 

ひとくちメモ ☆車上ねらい対策

（各警察署調べ） 令和４年町会別犯罪発生状況
令和４年 合　

　
　

計
（
件
）

犯罪項目

ひ
っ
た
く
り

置
引
き

車
上
ね
ら
い

自
転
車
盗

事
務
所
荒
し

出
店
荒
し

空
き
巣

自
販
機
ね
ら
い

オ
ー
ト
バ
イ
盗

自
動
車
盗

入谷地区

根岸二丁目町会 1 15 1 1 18

上根岸町会 1 2 7 2 12

中根岸町会 2 7 9

坂本町会 6 1 7

坂本二丁目町会 2 2

入谷町会 7 7

仲入谷町会 1 1

入谷中央町会 1 1 2

本入谷町会 8 1 9

入谷北栄町会 1 4 1 6

松が谷四丁目本町会 2 2

松が谷四丁目東栄会 1 1

北上野町会 4 4

松が谷三丁目町会 3 3

入谷光和町会 1 1

北上野２丁目町会 8 8

北上野１丁目町会 1 1

下谷１丁目町会 3 3

下谷二丁目町会 0

JR鶯谷駅 0

認知件数 2 2 4 80 0 2 2 0 4 0 96

前年対比 2 0 2 20 0 2 1 △2 4 0 29

令和３年　認知件数 0 2 2 60 0 0 1 2 0 0 67

令和２年　認知件数 0 6 2 100 3 2 3 1 0 0 117

令和元年　認知件数 1 6 10 98 0 4 1 1 2 0 123

平成30年　認知件数 1 2 13 103 1 0 5 0 5 0 130
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●ワンドア・ツーロック！　ドアや窓には補助錠を取り付けましょう。 
●合わせガラスや防犯フィルムを窓に貼りましょう。
●短時間の外出であっても、必ず鍵をかけましょう。
●家を長期間留守にする際は、隣近所の方に一声かけましょう。
●自宅の玄関、中庭等、夜間暗くなるところには、照明を設置し、早めの点灯に心がけましょう。 

ひとくちメモ ☆空き巣対策

（各警察署調べ） 令和４年町会別犯罪発生状況
令和４年 合　

　
　

計
（
件
）

犯罪項目

ひ
っ
た
く
り

置
引
き

車
上
ね
ら
い

自
転
車
盗

事
務
所
荒
し

出
店
荒
し

空
き
巣

自
販
機
ね
ら
い

オ
ー
ト
バ
イ
盗

自
動
車
盗

金杉地区

金杉一丁目町会 3 3

下谷東町会 0

金杉仲通町会 0

金杉二丁目町会 2 2

三ノ輪町会 1 3 20 24

東三ノ輪町会 2 2

三ノ輪一丁目町会 1 2 3

竜泉三丁目泉町会 5 5

竜泉中部町会 1 2 3

龍泉南部町会 1 1

竜泉二丁目町会 5 1 6

龍泉西部町会 1 1 2

金杉上町町会 8 1 9

下根岸町会 1 3 1 5

認知件数 2 1 7 52 0 0 1 1 1 0 65

前年対比 2 0 4 13 0 0 0 1 0 △1 19

令和３年　認知件数 0 1 3 39 0 0 1 0 1 1 46

令和２年　認知件数 0 1 1 58 0 7 0 2 1 0 70

令和元年　認知件数 0 0 5 68 2 1 2 1 2 0 81

平成30年　認知件数 0 2 10 78 0 1 1 0 2 0 94
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●短時間でも、必ずカギをかけましょう。
●路上駐車をしないようにしましょう。
●防犯登録をしましょう。
●複数のカギをかけることをおすすめします。

ひとくちメモ ☆自転車盗対策

（各警察署調べ） 令和４年町会別犯罪発生状況
令和４年 合　

　
　

計
（
件
）

犯罪項目

ひ
っ
た
く
り

置
引
き

車
上
ね
ら
い

自
転
車
盗

事
務
所
荒
し

出
店
荒
し

空
き
巣

自
販
機
ね
ら
い

オ
ー
ト
バ
イ
盗

自
動
車
盗

谷中地区

東桜木町会 2 2

上野桜木町会 1 1

天王寺町会 6 6

天茶親交会 0

谷中町町会 0

谷中坂町町会 0

谷中真島町会 1 1

谷中南町町会 0

谷中三崎町会 0

北町緑会 0

谷中親和会 2 2

初音町一丁目町会 0

初三親和会 1 1 2

谷中初四町会 2 2

認知件数 1 0 2 13 0 0 0 0 0 0 16

前年対比 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 3

令和３年　認知件数 0 0 1 12 0 0 0 0 0 0 13

令和２年　認知件数 0 0 1 9 0 0 5 0 0 0 15

令和元年　認知件数 0 0 2 16 0 0 0 1 0 0 19

平成30年　認知件数 0 1 3 21 0 0 0 0 0 0 25
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（各警察署調べ） 令和４年町会別犯罪発生状況
令和４年 合　

　
　

計
（
件
）

犯罪項目

ひ
っ
た
く
り

置
引
き

車
上
ね
ら
い

自
転
車
盗

事
務
所
荒
し

出
店
荒
し

空
き
巣

自
販
機
ね
ら
い

オ
ー
ト
バ
イ
盗

自
動
車
盗

浅草橋地区

浅草橋一丁目西町会 1 3 4

浅草橋新福井町会 1 1

浅草橋４丁目町会 1 1 2

浅草橋５丁目柳北町会 4 4

浅草橋柳二町会 4 4

浅草橋１丁目町会 2 2

浅草橋１丁目協和町会 1 1 3 1 6

浅草橋３丁目町会 1 4 5

柳橋町会 6 6

鳥越１丁目町会 7 7

鳥越二丁目町会 1 3 4

蔵前一丁目町会 3 3

浅草橋３丁目蔵元町会 3 3

認知件数 1 2 3 44 0 0 0 0 0 1 51

前年対比 1 0 △4 △3 △1 △2 0 0 △3 1 △11

令和３年　認知件数 0 2 7 47 1 2 0 0 3 0 62

令和２年　認知件数 0 0 3 32 1 1 1 0 0 0 38

令和元年　認知件数 0 2 4 46 3 4 0 0 1 0 60

平成30年　認知件数 1 1 2 45 0 1 0 0 1 0 51
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（各警察署調べ） 令和４年町会別犯罪発生状況
令和４年 合　

　
　

計
（
件
）

犯罪項目

ひ
っ
た
く
り

置
引
き

車
上
ね
ら
い

自
転
車
盗

事
務
所
荒
し

出
店
荒
し

空
き
巣

自
販
機
ね
ら
い

オ
ー
ト
バ
イ
盗

自
動
車
盗

浅草寿地区

浅草小島一丁目町会 3 3

小島二丁目東町会 1 3 1 5

小島二丁目西町会 3 3

東三筋町会 0

西三筋町会 1 1

蔵前三桂町会 1 1

三筋二丁目町会 1 2 1 4

元浅草三丁目町会 1 1

精華町会 1 1

蔵前三・四丁目町会 5 5

蔵前中央町会 1 1

元蔵三町会 9 9

駒形南町会 1 2 3

駒形町会 2 2

浅草寿町一丁目町会 4 4

浅草寿町二丁目町会 6 6

浅草寿町三丁目町会 3 1 4

浅草寿町三丁目東町会 2 2

浅草寿町四丁目町会 2 2

栄久町会 1 1 1 3

阿部川町会 0

菊屋橋町会 3 3

元浅草七軒町会 0

元浅草永住町会 6 1 7

南松山町町会 1 1

南清島町町会 0

元浅草二丁目町会稲和会 0

都営小島アパート自治会 0

認知件数 0 2 1 59 1 2 1 3 1 1 71

前年対比 0 2 △2 2 0 2 1 3 △1 1 8

令和３年　認知件数 0 0 3 57 1 0 0 0 2 0 63

令和２年　認知件数 0 1 6 51 2 1 2 1 1 0 65

令和元年　認知件数 0 1 3 70 2 0 3 4 1 0 84

平成30年　認知件数 0 1 5 64 0 2 2 0 0 1 75
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（各警察署調べ） 令和４年町会別犯罪発生状況
令和４年 合　

　
　

計
（
件
）

犯罪項目

ひ
っ
た
く
り

置
引
き

車
上
ね
ら
い

自
転
車
盗

事
務
所
荒
し

出
店
荒
し

空
き
巣

自
販
機
ね
ら
い

オ
ー
ト
バ
イ
盗

自
動
車
盗

雷門地区

雷門田原町会 2 2

西浅草一丁目町会 5 1 1 7

松が谷１丁目町会 4 4

東上野六丁目南町会 4 4

東上野六丁目北町会 2 2

松葉町会 6 6

西浅草２丁目東町会 5 5

西浅草２丁目西町会 3 1 4

浅草芝崎町東町会 3 3

浅草芝崎町西町会 1 1

浅草芝崎町中町会 4 4

西浅草３丁目北部町会 1 6 7

浅草１丁目三栄町会 1 1 1 1 4

雷門東部町会 2 5 7

雷門中部町会 0

雷門西部町会 1 1

浅草東町会 3 3 6

浅草中央町会 1 1

浅草西町会 1 1 2

浅草公園町会 7 2 29 2 40

仲見世町会 0

花川戸一丁目町会 1 5 6

花川戸二丁目町会 6 6

浅草馬道一丁目町会 4 4

浅草公園周辺地区（浅草2－3） 0

認知件数 1 15 3 100 0 4 0 1 2 0 126

前年対比 1 13 △8 △6 0 3 0 1 1 0 5

令和３年　認知件数 0 2 11 106 0 1 0 0 1 0 121

令和２年　認知件数 0 16 10 95 4 5 1 0 1 0 132

令和元年　認知件数 1 6 9 127 0 4 4 0 3 0 154

平成30年　認知件数 1 14 6 151 2 4 2 1 3 0 184
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（各警察署調べ） 令和４年町会別犯罪発生状況
令和４年 合　

　
　

計
（
件
）

犯罪項目

ひ
っ
た
く
り

置
引
き

車
上
ね
ら
い

自
転
車
盗

事
務
所
荒
し

出
店
荒
し

空
き
巣

自
販
機
ね
ら
い

オ
ー
ト
バ
イ
盗

自
動
車
盗

馬道地区

千束一丁目南町会 7 7

千束２丁目光月町会 3 3

千束２丁目西町会 1 1

浅草千和町会 2 6 8

大鳥町会 2 2

千束３丁目千吉町会 1 1

京町二丁目町会 1 1

京町一丁目町会 1 1

千束四丁目角町会 0

揚屋町会 2 1 3

千束四丁目江戸二町会 3 3

江戸町一丁目町会 1 3 4

浅草二丁目町会 1 1 10 12

浅草３丁目象一町会 1 1 1 3

浅草三丁目東町会 8 1 9

浅草象潟町会 1 7 1 1 10

浅草中町会 6 6

千草町会 1 5 6

浅草象三町会 1 3 4

浅草馬三町会 3 1 4

浅草馬二町会 1 7 1 9

猿若町会 1 1

田町聖横町会 1 1

聖天町会 4 4

認知件数 0 1 9 86 0 3 1 0 3 0 103

前年対比 0 1 0 5 0 3 0 0 2 0 11

令和３年　認知件数 0 0 9 81 0 0 1 0 1 0 92

令和２年　認知件数 0 3 5 89 0 0 0 0 1 0 98

令和元年　認知件数 0 3 7 101 2 4 1 2 1 0 121

平成30年　認知件数 3 1 11 96 1 2 3 4 3 1 125
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（各警察署調べ） 令和４年町会別犯罪発生状況
令和４年 合　

　
　

計
（
件
）

犯罪項目

ひ
っ
た
く
り

置
引
き

車
上
ね
ら
い

自
転
車
盗

事
務
所
荒
し

出
店
荒
し

空
き
巣

自
販
機
ね
ら
い

オ
ー
ト
バ
イ
盗

自
動
車
盗

清川地区

浅草五一町会 7 7

堤町会 1 1

日本堤本町会 1 1

日本堤２丁目西町会 1 1

今戸１丁目町会 1 1

今戸２丁目町会 0

今三町会 6 6

橋場一丁目町会 4 4

橋場２丁目町会 2 2

吉野町会 2 10 12

東清南町会 1 1 4 6

浅草東清町会 0

浅草町一町会 2 4 6

浅草町二町会 1 1 1 3

清川町会 2 4 6

石浜１丁目町会 2 2

石浜２丁目町会 3 3

石浜３丁目町会 0

東浅草２丁目中町会 0

日本堤１丁目中央町会 3 3

日本堤２丁目東町会 2 2

隅田公園地区 14 14

認知件数 1 0 8 69 0 0 1 1 0 0 80

前年対比 0 0 1 24 0 0 △1 △1 △1 0 22

令和３年　認知件数 1 0 7 45 0 0 2 2 1 0 58

令和２年　認知件数 0 0 7 72 0 1 1 0 3 0 84

令和元年　認知件数 0 3 8 68 0 1 2 2 0 1 85

平成30年　認知件数 2 0 13 91 0 0 0 1 4 0 111
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（1）生活安全対策の推進体制
　① 生活安全推進協議会

　区、区議会、警察署、消防署、郵便事業者、防犯協会、町会、教育、商業、ホテル旅館組合・ 
観光団体等の代表約50名が集まり、情報共有や意見交換を通じて、各団体の連携を図り、生活
安全施策を推進しています。

　② 生活安全対策委員会
　防犯協会、区立小・中学校PTA代表、各警察署の生活安全課長、区の部課長約20名で構成され、
生活安全についての問題や現状の把握、施策の実施について具体策を協議しています。
※新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、令和４年９月の開催は書面開催としました。

（2）生活安全施策
　① 区民等の防犯意識の啓発・向上
　　ア 生活安全のつどい

　10月の全国地域安全運動の一環として、区民の防犯意識の向上を図るために、区、区内４
警察署、防犯協会の共催で実施しています。
　令和４年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、浅草公会堂で行う「生活安全の
つどい」は 開催せず、代替として「STOP ! 特殊詐欺～もうだまされないっ! ATMで還付金
は戻りません～」（漫才コンビ U字工事出演）の番組を制作し、J:COMで放映後、台東区公式
YouTubeで配信するとともに、区内全町会にDVDの配付を行いました。

　　イ 暴力団追放キャンペーン
　区民をはじめ地域全体で暴力団と一線を画す意識を啓発し、暴力団を排除・根絶する機運
を高めるために、台東地区暴力団追放推進協議会、区、区内警察署の共催で実施しています。

　　ウ 「台東区の生活安全」の発行
　地域の防犯活動の参考に、区内の犯罪発生状況の統計や区の生活安全施策などをまとめ、 
生活安全推進協議会委員や町会等に配付しています。

　　エ 「生活安全ニュース」の発行
　区内の犯罪情勢や地域の自主防犯活動の取組、区の生活安全に関する取組、区内４警察署 
の活動状況などを紹介するため、新聞折込みで年１回区内の世帯へ配付しています。

３　台東区における生活安全対策 ※令和４年度実施の内容です。今後見直す場合があります。
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　② 区民等の自主防犯活動への支援
　　ア 防犯パトロール用品等の貸与

　区内の自主パトロール団体に対して、防犯協会を通じて防犯パトロール用品を貸与するこ
とにより、活動の活性化と防犯体制の強化を図っています。

　　イ 青色回転灯付パトロールカーの夜間貸出し
　地域の防犯パトロールを効果的に行っていただけるよう、自主防犯団体に青色回転灯付パ
トロールカーの夜間貸し出しを行っています。

�

対　象 区内の自主防犯活動を行っている団体
時　間 原則として、区役所開庁日の午後7時30分から午後10時まで
車　両 青色回転灯付パトロール車両（軽自動車）4台
実　績 ―

　　ウ 安全・安心リーダー講習会
　自主防犯パトロール活動を充実するために、活動の推進役となるリーダーを養成する講習
会を町会単位で実施しています。

�

開　催　日 団体名 参加者数

1 令和4年11月24日 日本堤一丁目中央町会
日の出会商店街 6人

2 令和4年12月7日 浅草橋一丁目西町会 6人

3 令和5年1月17日 池之端茅町町会 6人

4 令和5年2月1日 天王寺町会 9人

　③ 防犯設備整備補助事業
　　ア 防犯カメラ設置助成

�　防犯パトロール（月１回以上）等の防犯活動を実施する町会・商店街等が、その防犯活動を補
完する目的で、防犯カメラ等の防犯設備を整備する場合に、その費用の一部を助成しています。

�

対象団体 補助率 補助限度額

複数の地域団体が連携して行
う場合

（複数の町会、町会と商店街等）

新規設置　5/6
（区 1/3、都 1/2）

更新（交換）5/6
（区 1/3、都 1/2）

750万円
（区300万円、都450万円）

地域団体が単独で行う場合
（単一町会）

500万円
（区200万円、都300万円）

商店街及び商店街連合会が行
う場合

新規設置　2/3
（区 1/3、都 1/3）

更新（交換）2/3
（区 1/3、都 1/3）

600万円
（区300万円、都300万円）
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実施年度
(補助台数合計)

地域団体名 補助台数
（台）

15年度
（166台）

上野中央通り商店会 7
上野中通商店街振興組合 24
御徒町駅前通り商店会 24
上野御徒町中央通り会 24
上野二丁目仲町通り商店会 11
浅草新仲見世商店街振興組合 53
ジュエリータウンおかちまち 23

16年度
（141台）

ジュエリータウンおかちまち 8
仲見世商店街振興組合 64
浅草伝法院通り商店街振興組合 8
みちびき花の辻商店街振興組合 6
アメ横通り中央商店街振興組合 27
ユースロード上野 24
浅草西町会稲荷通り睦会 4

17年度
（54台）

上野御徒町中央通り会 1
上野二丁目仲町通り商店会 5
御徒町通り会 22
下谷町町会 26

18年度
（42台）

御徒町通り会 7
浅草国際通り商店街連合会 21
浅草東町会 8
吉原六ヶ町町会 6

19年度
（17台）

吉原六ヶ町町会 6
浅草中央通り商店街振興組合 6
浅草国際通り商店街連合会 5

20年度
（17台）

雷門柳小路睦会 9
浅草国際通り商店街連合会 8

21年度（3台） ふれあい通り会 3
22年度

（21台）
御徒町商栄協同組合 16
浅草駅前通りあづま会 5

23年度
（13台）

上野第一商業協同組合 9
六区花道商店会 4

24年度
（130台）

浅草新仲見世商店街振興組合 47
上野中通商店街振興組合 18
仲見世商店街振興組合 65

25年度
（34台）

雷門東部町会・雷門東部商店会 17
上根岸町会・中根岸町会・
鶯東会・鶯谷中央商店会

14

北上野町会 1
北上野２丁目町会 2

26年度
（80台）

菊屋橋町会 6
鳥越本通り商盛会、鳥越１丁目町会 7
鳥越２丁目町会 3
東上野６丁目南町会 6
浅草駅前通りあづま会 2
浅草国際通り商店街連合会
雷門田原町会

16

アメ横通り中央商店街振興組合 27

実施年度
(補助台数合計)

地域団体名 補助台数
（台）

26年度
（80台）

浅草中央町会 8
雷門中部町会 2
石浜１丁目町会 3

27年度
（81台）

上野二丁目仲町通り商店会
池之端仲町町会

20

ジュエリータウンおかちまち 14
浅草国際通り商店街連合会
西浅草一丁目町会

14

浅草ひさご通り商店街協同組合
浅草二丁目町会

10

浅草西町会、伝法院通り商店会
浅草西町会稲荷通り睦会
浅草たぬき通り商店会

16

浅草３丁目象一町会 7

28年度
（70台）

浅草国際通り商店街連合会
浅草芝崎町中町会、浅草芝崎町東町会

12

浅草伝法院通り商店街振興組合 8
浅草象潟町会 6
東京合羽橋商店街振興組合 19
浅草橋一丁目協和町会 7
根岸二丁目町会 8
池之端４丁目町会 5
北上野町会 3
東上野神吉町会 2

29年度
（94台）

浅草東町会 9
北上野町会 3
鳥越一丁目町会 7
池之端二丁目町会 8
仲入谷町会 4
蔵前三桂町会 3
精華町会 3
大鳥町会 4
元浅草三丁目町会 4
三筋二丁目町会 3
西三筋町会 3
台東四丁目町会 2
北上野１丁目町会 1
竜泉中部町会 1
竹町中町会 4
東三筋町会 3
浅草橋新福井町会 2
龍泉南部町会 3
ジュエリータウンおかちまち 6
浅草中央通り商店街振興組合 6
東京合羽橋商店街振興組合 15

30年度
（112台）

御徒町二丁目町会 6
北上野町会 3
浅草１丁目三栄町会
浅草すしや通り商店街振興組合
浅草食通街

11

町会・商店街等に対する防犯カメラ補助状況（令和５年３月末現在）� （※現在の設置台数とは異なります。）
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実施年度
(補助台数合計)

地域団体名 補助台数
（台）

30年度
（112台）

上野桜木町会 10
入谷町会 5
谷中初四町会 5
浅草三丁目東町会 4
下谷東町会 1
入谷北栄町会 3
北上野１丁目町会 1
竜泉三丁目泉町会 4
元浅草永住町会 3
浅草寿町三丁目東町会 6
坂本町会 1
六区花道商店会 6
東京合羽橋商店街振興組合 14
千束通商店街振興組合 12
オレンジ通り商店街振興組合 6
アメ横表通り商店街振興組合 6
上野中通商店街振興組合 5

令和元年度
（197台）

浅草公園町会 12
雷門東部町会 10
竜泉二丁目町会 5
松葉町会
かっぱ橋かおう会商店街

18

花川戸二丁目町会 8
浅草芝崎町西町会
かっぱ橋本通り公西会商店街振興組合

14

雷門西部町会 8
浅草北部ことぶき商店会
石浜二丁目町会

12

下谷１丁目町会 2
柳橋町会 8
東上野西町町会 2
浅草寿町三丁目町会 5
金杉二丁目町会 3
田町聖横町会 2
佐竹町会 6
浅草芝崎町中町会 2
浅草中町会 3
東桜木町会 5
栄久町会 4
駒形町会 3
谷中真島町会 6
坂本町会 3
浅草小島一丁目町会 5
龍泉西部町会 2
中根岸町会 2
東浅草２丁目中町会 2
池之端二丁目町会 4
谷中町町会 3
阿部川町会 4
浅草六区通り会 3

実施年度
(補助台数合計)

地域団体名 補助台数
（台）

令和元年度
（197台）

御徒町通り会 12
佐竹商店街振興組合 10
伝法院通り東商店会 6
西浅草３丁目北部町会 3

令和2年度
（47台）

吉野町会 8
蔵前三・四丁目町会 4
坂町同朋町親和会 1
浅草馬道一丁目町会 10
坂本町会 1
龍泉南部町会 2
入谷光和町会 4
浅草橋一丁目西町会 5
上野桜木町会 4
竜泉中部町会 1
初三親和会 1
上野駅正面通り会 2
谷中銀座商店街振興組合 4

令和3年度 
（108台）

上野御徒町中央通り会
ユースロード上野
仲徒三四町会

20

上野駅前一番街商店会
御徒町駅前通り商店会
下谷町町会

20

浅草五一町会 7
根岸二丁目町会 4
日本堤本町会 5
松が谷１丁目町会 5
今戸１丁目町会 5
浅草橋柳二町会 2
日本堤１丁目中央町会
日の出会商店街

13

雷門中部町会 11
日本堤２丁目西町会 3
東上野六丁目北町会 3
今三町会 5
竹町中町会 3
谷中南町町会 2

令和4年度
（114台）

東黒門町町会 2
上根岸町会 14
龍泉西部町会 1
池之端茅町町会 7
谷中三埼町会 6
花川戸二丁目町会 3
坂町同朋町親和会 1
駒形南町会 9
浅草町一町会 1
柳橋町会 1
雷門東部町会 9
北上野１丁目町会 3
浅草新仲見世商店街振興組合 47
浅草西参道商店街振興組合 10

合　　計 1,541
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　　イ 防犯カメラ維持管理費助成
・電気料金、電柱等使用料（区単独事業：平成30年度から/都・区連携事業：令和２年度から）
　台東区防犯設備整備事業補助金等を活用して前年度末までに防犯カメラを設置した町会が
負担する電気料金と電柱使用料の一部を助成しています。

�

補助金の対象経費 補助率 補助対象経費の上限額

電気料金 都区 5/6
（区 1/3、都 1/2）

1台につき　4,000円

電柱使用（共架・添架）料 1本につき　3,000円

・保守点検費、修繕費　（平成31年度から）
　台東区防犯設備整備事業補助金等を活用して町会・商店会が設置管理している防犯カメラ
の保守点検費と修繕費の一部を助成しています。

�

補助金の対象経費 補助率 補助対象経費の上限額

保守点検費：
防犯カメラの正常な作動の維持
を目的に実施される点検作業等
に係る経費

・町会が設置
都区 5/6

（区 1/3、都 1/2）
1台につき1万円

修繕費：
機能の一部又は全部に異常が発
生している防犯カメラを正常な
状態に戻す復旧作業及び防犯カ
メラの部材等に係る経費

・商店街が設置
都区 2/3

（区 1/3、都 1/3）
1台につき20万円

　　　※台東区防犯設備整備事業補助金等以外の公的補助金で設置した場合の負担割合は設置団体1/2、区1/2。

　④ 安全・安心速報事業
　　ア たいとう安全・安心電子飛脚便

　スマートフォン、携帯電話、パソコン等のメールアドレスを登録した方へ犯罪情報等を電
子メールで配信する「たいとう安全・安心電子飛脚便」を実施しています。

�

登録者数

年　度 30 元 2 3 4

登録者数（人） 6,609 7,026 7,314 7,237 7,172

�

配信一覧� 期間：令和４年４月～令和５年３月

配　信　内　容 件　　数 配　信　内　容 件　　数

不審者（声かけ等） 21 強盗・窃盗等 3

公然わいせつ 8 ひったくり 3

情報提供 8 痴漢 3

配信件数合計 46

　　イ たいとう安全・安心かわら版
　区から犯罪発生情報等を町会へ随時送付し、町会掲示板に掲示することにより、地域への
周知を図っています。
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　　ウ SNSを活用した情報配信
　台東区公式Ⅹ（旧ツイッター）やLINEにおいても、たいとう安全・安心電子飛脚便で配信
した犯罪情報等を随時配信しています。

　⑤ パトロール事業
　　ア 「子どもの安全」巡回パトロール

　学校、幼稚園、保育園、児童館等、子供に関係する施設及び公園を中心に、青色回転灯付
きパトロールカーにより地域をきめ細かく巡回することで、子供の安全確保と地域の犯罪抑
止を図っています。

�

実施日（365） 巡　回　時　間 車　両

学校授業日 午前7時～午後7時 4台

学校休業日
午前7時～午後7時 2台

午前8時30分～午後8時30分 2台

年末年始 午前7時～午後7時 2台

　　イ 区職員による安全・安心パトロール
　区職員が使用する庁用車、庁用自転車に安全・安心パトロールの表示を行うことで、地域
安全への取組意識を示し、区内の他業務中にも防犯活動を意識しながら行動しています。

　　ウ たいとう安全・安心パトロール協力隊
　地域の犯罪抑止・未然防止を目的に、区内を巡回しながら日常業務を行う事業者の方が、区、
区内４警察署と協定を締結し、本来業務と併せて防犯パトロールを行い、安全で安心なまち
づくりの実現に寄与しています。
　　・日本郵便株式会社上野郵便局、浅草郵便局
　　・株式会社ゆうちょ銀行　浅草店
　　・台東区新聞販売同業組合（読売・朝日・毎日・日経・産経・東京新聞区内16販売店）

　⑥ 子供の安全支援
　　「こんにちはタイム」「夕焼けタイム」の放送

　防災行政無線を活用し、下校時等に地域の見守りを呼び掛ける放送を行うことにより、子
供の安全に関する意識啓発及び通学路の安全確保を図っています。

�
＜こんにちはタイムの概要＞

放送日 放送時間 放送内容（下校時の子供たちの見守りのお願い）

毎週水曜日
（学校休業日除く）

午後１時
「こちらは防災台東です。下校途中の子供たちの見守りをお願いい
たします。」

�

＜夕焼けタイムの概要＞
放送日 放送時間 放送内容（子供たちの見守りのお願い）

月曜日～金曜日
（木曜日、祝日、
年末年始を除く）

3月～ 10月 午後5時
11月～ 2月 午後4時30分

「こちらは防災台東です。子供たちの見守りをお
願いいたします。地域で安全・安心な街を作り
ましょう。」
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　⑦ 防災無線による注意喚起
　防災無線を活用し、特殊詐欺の被害防止を呼び掛ける放送を行っています。

� 種　類 放送日 放送時間 放送内容

特殊詐欺
防止対策 毎週木曜日

3月～ 10月
午後5時

11月～ 2月
午後4時30分

「こちらは、防災台東です。特殊詐欺による被害
が増えています。不審な電話は、あわてずに、警
察に相談しましょう。」

　⑧ 特殊詐欺被害防止のための自動通話録音機の無償貸与
　区内在住の高齢者世帯（65歳以上のみ居住）に、
特殊詐欺対策として「自動通話録音機」を区役所
と区内４警察署の窓口で無償貸与しています。

　この電話の通話内容は、防犯の為、
会話内容を自動録音します。あらかじ
めご了承ください。

〔自動通話録音機〕イメージ
というメッセージが自動で流れます。

あいことばをかぞくできめて、さぎをぼうししましょう!

ぬりえをぬって、たいせつなひとにプレゼントしてね!

ぬりえ

あいことば

STOP!!特殊詐欺！！STOP!!特殊詐欺！！
自動通話録音機無料貸出中
詳しくは、裏面をご覧ください☞☞☞☞

台東区生活安全推進課 TEL：5246ｰ1044問合せ

あいことばも
　いっしょにプレゼン

ト！

う
ら
も

　見
て
ね

令和4年度　
特殊詐欺被害防止啓発＆自動通話録音機周知用チラシ

おもて うら
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　⑨ 客引き防止対策
　区では、区民等に不安を与え、迷惑をかける客引き行為等を防止するため、平成29年10月に�
「東京都台東区公共の場所における客引き行為等の防止に関する条例」を施行しました。

【条例の内容】 
　禁止行為 
　　◆客引き行為
　　　【対象業種】
　　　酒類提供飲食店・カラオケボックス・店舗型性風俗特殊営業、
　　　児童（18歳に達した日以後の最初の3月31日までの間にある者）に対する物品販売
　　◆勧誘行為（路上スカウト）
　　　キャバクラ・ファッションヘルスでの勤務やアダルトビデオへの出演等
　　◆客待ち・勧誘待ち行為
　　　客引き、勧誘行為を行う目的で、客待ちをすること
　　◉事業者に対しては、客引き行為又は勧誘行為を用いた営業を禁止。

　客引き行為等防止特定地区の指定
　　�　防止対策が特に必要と認める上野２、４、６丁目を特定地区に指定し、同地区内において区職�

員・客引き行為等防止指導員・同推進員が指導等を行っています。

　特定地区での主な対策
　　　客引き行為等防止指導員（警備業務委託）が巡回指導等を行っています。 
　　�　また、商店街等の客引き行為等防止推進員、上野警察署、台東区役所職員、客引き行為等

防止指導員が毎月複数回の合同パトロールを実施しています。 

　指導に従わないときは 
　　�　指導に従わない者には、区が指導・警告・勧告を行い、勧告に従わない悪質な場合は、氏名、

住所、店舗名等の公表、５万円以下の過料を科すことができます。 
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　⑩ サイバーセキュリティ対策
　区民や中小企業者等のサイバーセキュリティ意識の向上とサイバー犯罪による被害の防止を
図ることを目的に、区は、平成31年1月22日、東京商工会議所台東支部、上野・下谷・浅草・蔵
前の４警察署と「サイバーセキュリティに関する協定」を締結しました。
　協定に基づき、関係機関が連携して、サイバーセキュリティに関する広報啓発活動等を実施
しています。

　⑪ 宿泊事業者とのパートナーシップ
　区民や区内に宿泊・来訪される誰もが安全安心を実感できるよう、区は、令和元年7月23日、
台東区ホテル旅館協会、上野ホテル旅館組合、浅草ホテル旅館組合、鶯谷ホテル旅館組合、城
北旅館組合の宿泊施設事業者団体と「安全安心パートナーシップ事業に関する協定」を締結し
ました。
　協定に基づき、宿泊事業者と連携して安全安心に関する啓発活動等を実施しています。

（3）関係各課による取組
　① 道路・公園等の環境整備

道路の危険防止パトロール・指導� （道路管理課）
街路灯整備・維持管理� （土木課）
私道防犯灯設置助成制度� （土木課）
町会、商店街等の民有防犯灯の維持管理費助成� （土木課）
商店街街路灯等電灯料補助� （産業振興課）
公遊園等巡回警備� （公園課）
公遊園等樹木・街路樹の維持管理� （公園課）
区立公園の防犯カメラの維持管理� （公園課）

　② 児童・生徒等の安全確保対策
保育園・児童館・こどもクラブ等への防犯設備整備� （児童保育課）
保育園・児童館・こどもクラブ等における不法侵入者対策� （児童保育課）
学校・幼稚園への防犯設備整備� （庶務課）
学校・幼稚園における不法侵入者対策� （庶務課）
防犯ブザーの貸与� （庶務課）
学校安全ボランティアの活動の推進� （庶務課）
小学校通学路の防犯カメラの維持管理� （学務課）
こども110番の周知・普及� （学務課）

　③ その他の安全施策の推進
高齢者地域見守りネットワーク� （高齢福祉課）
消費者相談・消費者被害未然防止PR� （くらしの相談課）

「いつでも安全 いつまでも安心」をあなたのお手元に。防犯ブザーや痴漢撃退機能も付いています。

警視庁
防犯アプリ

デ　ジ ポ　リ　ス

Digi Police
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（1）台東区内における火災状況
　① 台東区内における年別火災状況

　令和４年中の台東区内の火災件数は118件で、焼損床面積は44㎡でした。令和３年と比較する
と火災件数は35件増加しましたが、焼損床面積は86㎡減少しました。また、火災による傷者は
９人増加していますが、死者は発生しませんでした。
　火災による被害軽減のため、今後も引き続き出火防止を呼びかけていきます。

�

台東区内における火災件数等の推移（平成30年～令和4年）

 
 

火災件数（件） 焼
損
床
面
積
（
㎡
）

死
者
（
人
）

傷
者
（
人
）

全　

件

建　

物

車　

両

船　

舶

そ
の
他

令和４年 118 64 3 0 51 44 0 18
令和３年 83 57 6 0 20 130 3 9
令和２年 68 46 5 0 17 238 3 14
令和元年 97 71 3 0 23 107 0 6
平成30年 96 66 5 0 25 93 3 14

（資料提供：区内消防署）

　② 住宅防火対策
　令和４年中に東京消防庁管内で発生し
た火災のうち、住宅から出火した火災は、
建物火災全体の57％を占めています。ま
た、住宅火災による死者のうち、65歳以
上の高齢者の割合は72.2％と高い水準に
なっています。
　東京消防庁管内で発生した住宅火災の
主な出火原因は、１位：放火・放火疑い、
２位：たばこ、３位：ガステーブル等です。
台東区では、１位：電気関係（電気の短
絡等）、２位：たばこ、３位：ガステー
ブル等が主な出火原因となっています。
　右の「住宅防火10の心得」に注意して
住宅防火対策を図ってください。

（2）台東区内における救急の状況
　① 台東区内における年別救急状況

　令和４年中の台東区内で要請のあった救急出場件数は、19,258件、搬送人員は14,878人でした。
令和３年と比較して救急出場件数は2,918件増加し、搬送人員も2,034人増加しました。

４　台東区内（上野・浅草・日本堤）消防署からのお知らせ
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台東区内における救急出場件数等の推移（平成30年～令和４年）

救急出場件数（件） 搬送人員（人） 1日あたりの平均出場件数（件）

令和４年 19,258 14,878 52.7

令和３年 16,340 12,844 44.7

令和２年 16,021 13,015 43.8

令和元年 19,446 16,576 53.3

平成30年 18,820 16,169 51.6

（資料提供：東京消防庁）

　② 救急車の適正利用のお願い
　東京消防庁管内の令和４年救急出場件数は872,075件で、36秒に１回の頻度で出動しています。
救急車が出場してから現場に到着するまで、平均９分43秒を要していますが、搬送先の医療機
関において、約半数の方が軽症と診断されています。
　重症の患者さんに少しでも早く救急車が到着できるよう、自力で病院に通える場合は安易に
救急車を呼ばないなど、救急車の適正な利用について皆さまのご協力をお願いします。

　③ 救急相談センター「♯7119」及び東京版救急受診ガイドの活用について
　急な病気やけがをした場合に、「今すぐ病院に行った方がいいのかな？」「救急車を呼んだ方
がいいのかな？」など迷った際の相談窓口として、医師、看護師、救急隊経験者などの職員が、
24時間・年中無休で対応する東京消防庁救急相談センターを開設しています。♯7119は携帯電話、
PHS、プッシュ回線からご利用いただけます。その他の電話又はつながらない場合は、03（3212）
2323からもご利用いただけます。
　また、東京消防庁救急相談センターでの電
話による救急相談に加え、東京消防庁ホー
ムページ上で東京版救急受診ガイド（ウェブ
版）を提供しています。これは、緊急性が高
いなどの主な19の症状について、利用者が自
ら症状をチェックしていくことで、傷病の緊
急度などに関するアドバイスが得られるサ
ービスです。詳しくは、東京消防庁ホームペ
ージをご覧ください。

（3）住宅用火災警報器10年たったらとりカエル
　住宅用火災警報器は古くなると、電子部品の劣化や電池切れなどにより、火災を感知しなく
なることがあります。そのため、設置から10年を目安に、本体を交換することを推奨しています。
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　住宅用火災警報器は、ホームセンターや家電量販店、小売店のほか、インターネットを通じ
て購入することができます。

（4）東京消防庁公式アプリのご案内
　東京消防庁の公式アプリは、心肺蘇生法
の動画をはじめ、各種イベント情報、クイ
ズなど、多くの皆様に役立つコンテンツが
たくさんあります。
　安全安心に関する情報をいつでも、どこ
でも、手軽に入手することができる公式ア
プリです。
　是非ダウンロードして、活用してください。

（5）住まいの防火防災診断
　高齢者人口は今後も急速に増加し、超高齢社会がさらに進展することが予想されており、高
齢者に関する防火防災対策の強化がますます重要になっています。また、障害者においても、
災害時の自力避難が困難なため、高齢者と同様に防火防災上の支援が不可欠です。令和４年中
に東京消防庁管内で発生した住宅火災による死者72人のうち、高齢者は52人と72.2％を占めて
おり、高齢者の居住環境の安全化を図ることが、火災による犠牲者を減らすために必要不可欠
です。
　こうした状況の中、高齢者や障害者など災害時に支援を必要とする方々の安全対策推進のた
め、「住まいの防火防災診断」を行っています。この「住まいの防火防災診断」は、ご本人の了
解を得た上で、消防職員がご自宅に訪問し、火災・地震・日常生活事故などにおける危険箇所
の発見、改善に関するアドバイスを行うものです。
　消防署だけでなく、区の福祉担当部署、地域包括支援センターなどの関係機関をはじめ、民
生委員・児童委員、ケアマネージャーとも連携し、診断を受ける方の情報共有や、診断への同
行をお願いしています。また、診断後は危険個所の改善を、区が行っている防災用品等の助成
事業を活用して行うなど、地域が一体となって取り組んでいます。
　いつ来るか分からない災害に備えることが、ご自身やご家族の安全を守ることに繋がります。
「住まいの防火防災診断」を受け、お住まいの状況に合わせて、備えるべき内容を事前に確認し
ておきましょう。詳しくはお近くの消防署にお問合せください。

（6）防火防災訓練の推進
　大地震などの大規模災害が発生したときの地域の防災力には、自分の身は自分で守る「自助」
及び地域の中でご近所同士が助け合う「共助」があります。この地域の防災力向上を図るため、
防火防災訓練の実施を積極的に推進しています。防火防災訓練には、学校や大きな広場などに

たばこの
消火方法

衣類の燃焼
危険と対応

電気コード発火
危険と対策

家具の転倒危険
と防止方法

住警器の設置
又は更新

つまづき・
転倒を無くす

イラスト：住まいの防火防災診断におけるアドバイス例
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集まって、初期消火訓練、通報訓練、応急救護訓練、煙体験などを行う「集合型の訓練」があ
ります。また、実際に住んでいる街区を使い、地域の皆さんが連携して消火器やスタンドパイ
プにより初期消火訓練を行う「まちかど防災訓練」も推進しています。
　同時多発的に火災が発生した場合は、消防隊がなかなか到着しないことも考えられます。そ
の時は、地域の皆さんが協力して初期消火を行う必要があります。是非、防火防災訓練を通じて、
自身の安全を守る方法を身に着けてください。

（7）地震から命を守る「７つの問いかけ」
　消防署では、リーフレット「地震から命を
守る『７つの問いかけ』を地域の皆様へ配布
しています。このリーフレットは、災害時に
支援や配慮が必要となる方々の防災行動力
向上を目的として作成されました。そして、
災害時に想定されるリスクや対応策（備えと
行動）について、時系列に沿って７区分ごと
に整理しています。自主的な取り組みを促
すため、次ページの「地震への備えチェッ
クリスト」のように、問いかけ方式で作成
されています。
　東京消防庁ホームページの「安全・安心
情報」⇒「⑤　防災」⇒「１　地震に備える」
の中に、「地震から命を守る『７つの問いか
け』について」の詳細を掲載していますので、
是非ご覧ください。

イラスト：まちかど防災訓練のイメージ 写真：スタンドパイプ、
ホース等一式
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※右記QRコードから、「地震から命を守る
　『７つの問いかけ』」にアクセスできます。
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（8）家具類の転倒・落下・移動防止対策
　過去に発生した地震被害の調査で
は、負傷者の約３～５割の方々が屋内
における家具類の転倒・落下・移動に
よって負傷していることが判明してい
ます。その後も、大きな揺れを感じた
地震では、家財の下敷きによる被害や
本人の転倒に起因する負傷者が多数発
生していることから、家具類の転倒・
落下・移動防止対策（略して「家具転
対策」）の重要性が改めて確認されまし
た。
　家具転対策は、地震が発生した際に
ご自分を守る「自助」だけでなく、「共
助」として、ご家族や近隣住民の助け
合いへとつながる重要な対策です。
　是非、家具転対策を実施していただ
き、地震に備えてください。

家庭内における家具類の転倒・落下・移動防止対策チェックリスト

項目 チェック

１ テレビを壁又はテレビ台に固定するとともに、テレビ台も固定している。

２ テレビが転倒・落下・移動しても人に当たったり避難障害にならないところに置いている。

３ 冷蔵庫をベルトなどで壁に固定している。

４ 冷蔵庫が移動しても避難障害にならない場所に設置している。

５ 冷蔵庫や家具類の上に落下しやすい物を置いていない。

６ 電子レンジをレンジ台などに固定するとともに、レンジ台も固定している。

７ 窓ガラスの近くに、大型の家電製品や家具を置いていない。

８ 家電製品は付属している取扱説明書に従って転倒・落下・移動防止対策を行っている。

９ Ｌ型金具を使用する場合は、壁の下地材（間柱など）や柱など、強度がある部分に固定している。

10 ポール式を使用する場合は、ストッパー式やマット式と併用している。

11 ポール式を使用する際、天井に強度がない場合は、あて板で補強している。

12 ポール式は、できるだけ奥に取り付けている。

13 ストッパー式は、家具の端から端まで敷いている。

14 石膏ボードに接着されているだけの付け鴨居の場合は、補強したうえで転倒防止器具を取り付けている。

15 上下に分かれている家具は、上下を連結している。

16 ガラスにはフィルムを貼るなど、飛散防止をしている。

17 収容物が飛び出さないよう扉に開放防止器具を付けている。

18 重い物をできるだけ下に収納している。

19 固定に用いる器具は、家具類の重さや形状に応じて選んでいる。

20 家具が転倒しても、避難路を塞がない置き方をしている。

地震動に対する対策器具の効果



33

　
　の
職
員

　騙
る
電
話
に

　
　
　

 

要
注
意
！

区　
　ら
れ
ち
ゃ
う
！

キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
は

　
　
　渡
さ
な
い
！

と
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自動通話録音機を利用する（無料貸出中） ※P24参照
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動画配信中（YouTube台東区公式チャンネル）
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用　語　の　説　明　　　　　　本書における用語の意味は次のとおりです。

刑　　法　　犯　	 　�刑法に規定する罪（道路上の交通事故に係る211条の罪を除く。）、爆発物取
締罰則、決闘罪に関する件、暴力行為等処罰に関する法律、盗犯等の防止及
び処分に関する法律、航空機の強取等の処罰に関する法律、火炎びんの使用
等の処罰に関する法律、航空の危険を生じさせる行為等の処罰に関する法律、
人質による強要行為等の処罰に関する法律、流通食品への毒物の混入等の防
止等に関する特別措置法、サリン等による人身被害の防止に関する法律、組
織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律、公職にある者等のあ
っせん行為による利得等の処罰に関する法律及び公衆等脅迫目的の犯罪行為
のための資金等の提供等の処罰に関する法律に規定する罪をいう。

認　知　件　数　	 　�犯罪について、被害の届出、告訴、告発その他の端緒により、警察等が発生
を認知した事件の数

凶　　悪　　犯　	 　�殺人、強盗、放火、強制性交等

粗　　暴　　犯　	 　�暴行、傷害、脅迫、恐喝、凶器準備集合

窃　　盗　　犯　	 　�窃盗

侵　入　窃　盗　	 　�一戸建て住宅やマンション、店舗、会社事務所等に侵入し金品を窃取する犯罪

非　侵　入　窃　盗　	 　�侵入窃盗以外の窃盗犯罪（乗り物盗含む）

知　　能　　犯　	 　�詐欺、横領（占有離脱物横領を除く。）、偽造、汚職、背任、「職にある者等
のあっせん行為による利得等の処罰に関する法律」に規定する罪

風　　俗　　犯　	 　�賭（と）博、わいせつ

そ の 他 の 刑 法 犯　	 　�公務執行妨害、住居侵入、逮捕監禁、器物損壊等上記に掲げるもの以外の刑
法犯

特　殊　詐　欺　	 　�被害者に電話をかけるなどして対面することなく信用させ、指定した預貯金
口座への振込みその他の方法により、不特定多数の者から現金等をだまし取
る犯罪（現金等を脅し取る恐喝及び隙を見てキャッシュカード等を窃取する
窃盗を含む。）

オ　レ　オ　レ　詐　欺　	 　�親族、警察官、弁護士等を装い、親族が起こした事件・事故に対する示談金
等を名目に金銭等をだまし取る詐欺

預　貯　金　詐　欺　	 　�親族、警察官、銀行協会職員等を装い、あなたの口座が犯罪に利用されてお
り、キャッシュカードの交換手続きが必要であるなどの名目で、キャッシュ
カード、クレジットカード、預貯金通帳等をだまし取る詐欺

架空料金請求詐欺　	 　�未払いの料金があるなど架空の事実を口実とし金銭等をだまし取る詐欺

融 資 保 証 金 詐 欺　	 　�実際には融資しないにもかかわらず、融資を申し込んできた者に対し、保証
金等の名目で金銭等をだまし取る詐欺
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還　付　金　詐　欺　	 　�税金還付等に必要な手続を装って被害者にATMを操作させ、口座間送金に
より振り込ませる手口による電子計算機使用詐欺

金　融　商　品　詐　欺　	 　�架空又は価値の乏しい未公開株、社積等の有価証券、外国通貨、高価な物品
等に関する虚無の情報を提供し、購入すれば利益が得られるものと誤信させ、
購入名目等で金銭等をだまし取る詐欺

キャッシュカード詐欺盗　	 　�オレオレ詐欺と同様の手口で被害者と接触し、キャッシュカード等を封筒に
入れさせ、隙を見て別の封筒をすり替えるなどし、被害者のキャッシュカー
ドを持ち去る（窃取する）もの

ひ　っ　た　く　り　	 　�携帯している金品をひったくって窃取するもの

置　　引　　き　	 　�置いてある携帯品をすきをみて窃取するもの

車　上　ね　ら　い　	 　�自動車等の積荷や車内の金品を窃取するもの

自　転　車　盗　	 　�自転車を窃取するもの

事　務　所　荒　し　	 　�会社、組合等の事務所に侵入し、金品を窃取するもの

出　店　荒　し　	 　�閉店中の店舗に侵入し、金品を窃取するもの

空　　き　　巣　	 　�家人等が不在の住宅の屋内に侵入し、金品を窃取するもの

忍　　込　　み　	 　�夜間家人等の就寝時に住宅の屋内に侵入し、金品を窃取するもの

自　販　機　ね　ら　い　	 　�自動販売機又はその中の金品を窃取するもの

オ　ー　ト　バ　イ　盗　	 　�オートバイ、スクーター等を窃取するもの

自　動　車　盗　	 　�自動車を窃取するもの
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（目　的）
第1条　この条例は、区民の生活安全に関する意識の高揚及び地域における犯罪、事故等を防止する
ための自主的な活動の推進を図り、もって安全で安心して暮らせる地域社会の形成に寄与するこ
とを目的とする。

（定　義）
第2条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
　⑴　区民等　区内に居住し、若しくは滞在し、又は通過する者をいう。
　⑵　事業者　区内で事業活動を行うすべてのものをいう。
　⑶　占有者等　区内に存する土地又は建物を所有し、管理し、又は占有する者をいう。

（区の責務）
第3条　区は、第1条の目的を達成するため、次に掲げる事項について必要な施策を実施するよう努
めるものとする。
　⑴　生活安全に関する意識の啓発
　⑵　生活安全の確保に寄与する自主的な活動（以下「生活安全活動」という。）の支援
　⑶　安全な地域社会を形成するための環境整備
　⑷　前3号に掲げるもののほか、第1条の目的を達成するために必要な事項
　２�　区は、前項の施策（以下「施策」という。）を実施するに当たっては、区の区域を管轄する警察署、

河川管理者、道路管理者、防犯関係団体等と緊密な連携を図るものとする。

（区民等の責務）
第4条　区民等は、自らの安全を確保するために必要な措置を講じ、生活安全活動を推進するととも
に、区が実施する施策に協力するよう努めるものとする。

（事業者の責務）
第5条　事業者は、自らの事業活動の安全を確保するために必要な措置を講じ、生活安全活動を推進
するとともに、区が実施する施策に協力するよう努めるものとする。

（占有者等の責務）
第6条　占有者等は、その土地又は建物に係る安全な環境を確保するために必要な措置を講じ、生活
安全活動を推進するととともに、区が実施する施策に協力するよう努めるものとする。

（指　導）
第7条　区長は、共同住宅、物品販売業を営む店舗又はホテルその他不特定かつ多数の者が利用する
建物について、建築基準法（昭和25年法律第201号）に基づく確認申請等をしようとする建築主に
対し、あらかじめ防犯カメラ等安全な環境の確保に効果的な設備の設置等に関して、当該建物の
所在地を管轄する警察署と協議するよう指導するものとする。

（推進組織の整備）
第8条　区長は、施策を効果的に推進するため、区、関係行政機関、関係団体等をもって構成する組
織を整備するものとする。

（委　任）
第9条　この条例の施行に関し必要な事項は、区長が定める。

　　付　則
　この条例は、公布の日から施行する。

東京都台東区生活安全条例
平成14年6月28日

条例第26号
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東京都台東区生活安全条例施行規則
平成14年7月1日

規則第51号

（趣旨）
第1条　この規則は、東京都台東区生活安全条例（平成14年6月台東区条例第26号。以下「条例」とい
う。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（推進組織）
第2条　条例第8条の規定により整備する組織として、東京都台東区生活安全推進協議会（以下「推進
協議会」という。）及び東京都台東区生活安全対策委員会（以下「対策委員会」という。）を置く。
　２�　推進協議会は、生活安全に関する情報交換を通じて関係団体相互の連携の強化を図るととも

に、生活安全意識の普及及び啓発を行い、生活安全に関する施策の推進を図る。
　３�　対策委員会は、生活安全に関する問題の現状把握に努めるとともに、生活安全に関する施策

の実施に関し必要な事項について協議する。

（推進協議会の組織）
第3条　推進協議会は、会長及び委員をもって組織する。
　２　会長は、台東区長（以下「区長」という。）をもって充て、会務を総理し、推進協議会を代表する。
　３　委員は、60人以内とし、次の各号に掲げる者のうちから区長が委嘱又は任命する。
　⑴　台東区議会議員
　⑵　区内警察署の職員
　⑶　区内消防署の職員
　⑷�　区内郵便局（日本郵便株式会社法（平成17年法律第100号）第2条第4項に規定する郵便局をい

う。）の職員
　⑸　区内防犯関係団体の代表者
　⑹　区内教育関係団体の代表者
　⑺　区内商業関係団体の代表者
　⑻　区内観光関係団体の代表者
　⑼　台東区職員
　⑽　前各号に掲げる者のほか、区長が必要と認める者
　４　委員の任期は、2年とし、再任を妨げない。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。
　５　会長は、委員のうちから副会長を3人指名することができる。
　６　会長に事故あるときは、会長があらかじめ指名する副会長がその職務を代理する。

（対策委員会の組織）
第4条　対策委員会は、次の各号に掲げる者のうちから区長が委嘱又は任命する30人以内の委員をも
って組織する。
　⑴　区内警察署職員
　⑵　区内防犯協会の代表者
　⑶　区立学校PTA連合会の代表者
　⑷　台東区職員
　⑸　前各号に掲げる者のほか、区長が必要と認める者
　２　委員の任期は、2年とし、再任を妨げない。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。
　３　対策委員会に会長を置き、委員の互選によってこれを定める。
　４　会長は、会務を総理し、対策委員会を代表する。
　５　会長に事故あるときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。
　６�　会長は、専門的な事項の検討を行うため、対策委員会の下部組織として、幹事会を置くこと

ができる。
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（招集）
第5条　推進協議会及び対策委員会（以下「推進協議会等」という。）は、必要に応じ、推進協議会等
の会長が招集する。
2　推進協議会等の会長は、必要があると認めるときは、推進協議会等に関係者の出席を求め、意見
又は説明を聴くことができる。

（庶務）
第6条　推進協議会等の庶務は、総務部生活安全推進課において処理する。

（委任）
第7条　この規則の施行に関し必要な事項は、区長が別に定める。

付　則
この規則は、公布の日から施行する。

付　則（平成16年3月31日規則第31号）
この規則は、平成16年4月1日から施行する。

付　則（平成16年7月14日規則第53号）
この規則は、公布の日から施行する。

付　則（平成19年3月30日規則第30号）
この規則は、平成19年4月1日から施行する。

付　則（平成19年10月1日規則第100号）
この規則は、公布の日から施行する。

付　則（平成24年9月28日規則第80号）
この規則は、平成24年10月1日から施行する。
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東京都台東区暴力団排除条例
平成23年12月19日

条例第29号
改正　平成24年12月18日条例第40号

（目　的）
第1条　この条例は、東京都台東区（以下「区」という。）における暴力団排除活動に関し、基本理念を
定め、区及び区民等の責務を明らかにするとともに、暴力団排除活動を推進するための措置等を定め、
もって区民の安全で平穏な生活を確保し、及び事業活動の健全な発展に寄与することを目的とする。

（定　義）
第2条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
　⑴�　暴力団　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号。以下「法」

という。）第2条第2号に規定する暴力団をいう。
　⑵　暴力団員　法第2条第6号に規定する暴力団員をいう。
　⑶　暴力団関係者　暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者をいう。
　⑷　区民等　区民及び事業者をいう。
　⑸�　事業者　事業（その準備行為を含む。以下同じ。）を行う法人その他の団体又は事業を行う場

合における個人をいう。
　⑹�　暴力団排除活動　暴力団員による不当な行為を防止し、及びこれにより区民の生活又は区の

区域内の事業活動に生じた不当な影響を排除するための活動をいう。

（基本理念）
第3条　暴力団排除活動は、暴力団が区民の生活及び区の区域内の事業活動に不当な影響を与える存
在であるとの認識のもと、暴力団と交際しないこと、暴力団を恐れないこと、暴力団に資金を提
供しないこと及び暴力団を利用しないことを基本として、区、東京都及び警察並びに区民等の連
携及び協力により推進するものとする。

（区の責務）
第4条　区は、区民等の協力を得るとともに、警察及び法第32条の3第1項の規定により東京都公安委
員会から東京都暴力追放運動推進センターとして指定を受けた公益財団法人暴力団追放運動推進
都民センターその他の暴力団排除活動の推進を目的とする機関又は団体（以下「暴追都民センター
等」という。）との連携を図りながら、暴力団排除活動に関する施策を総合的に推進するものとする。

（区民等の責務）
第5条　区民等は、第3条に規定する基本理念に基づき、次の各号に掲げる行為を行うよう努めるも
のとする。
　⑴�　暴力団排除活動に資すると認められる情報を知った場合には、区、警察又は暴追都民センタ

ー等に当該情報を提供すること。
　⑵　区が実施する暴力団排除活動に関する施策に参画又は協力すること。
　⑶　暴力団排除活動に自主的に、かつ、相互に連携して取り組むこと。

（区の行政対象暴力に対する措置）
第6条　区は、法第9条第21号から第27号までに掲げる行為（同条第25号に掲げる行為を除く。）その他
の行政対象暴力（暴力団関係者が、不正な利益を得る目的で、区又は区の職員を対象として行う違
法又は不当な行為をいう。）を防止し、区の職員の安全及び公務の適正かつ円滑な執行を確保するた
めに必要な措置を講ずるものとする。

（区の事務事業に係る暴力団排除措置）
第7条　区は、公共工事その他の区の事務又は事業により、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運
営に資することとならないよう、区が締結する売買、賃借、請負その他の契約（以下「区の契約」
という。）及び公共工事における区の契約の相手方と下請負人との契約等区の事務又は事業の実施
のために必要な区の契約に関連する契約に関し、当該区の契約の相手方、代理又は媒介をする者
その他の関係者が暴力団関係者でないことを確認するなど、暴力団関係者の関与を防止するため
に必要な措置を講ずるものとする。
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（補助金等の交付等における措置）
第8条　区は、補助金、利子補給金等の交付又は貸付金の貸付けにより、暴力団の活動を助長し、又
は暴力団の運営に資することとならないよう、必要な措置を講ずるものとする。

（区が設置する公の施設に係る暴力団排除措置）
第9条　東京都台東区長（以下「区長」という。）若しくは東京都台東区教育委員会又は指定管理者（地
方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の2第3項に規定する指定管理者で区が設置する公の施設
を管理する者をいう。）は、区が設置する公の施設の使用又は利用が暴力団の活動を助長し、又は
暴力団の運営に資することとなると認めるときは、当該公の施設の使用又は利用の許可又は承認
（以下「許可等」という。）について定める他の条例の規定にかかわらず、許可等をせず、又は許可
等を取り消すことができる。

（広報及び啓発）
第10条　区は、区民等が暴力団排除活動の重要性について理解を深めることにより暴力団排除活動
の気運が醸成されるよう、警察及び暴追都民センター等と連携し、広報及び啓発を行うものとする。

（区民等に対する支援）
第11条　区は、区民等が暴力団排除活動に自主的に、かつ、相互に連携して取り組むことができる
よう、警察及び暴追都民センター等と連携し、区民等に対し、情報の提供、助言その他の必要な
支援を行うものとする。

（青少年の教育等に対する支援）
第12条　青少年（18歳未満の者をいう。以下同じ。）の教育又は育成に携わる者は、青少年が、暴力
団が区民の生活等に不当な影響を与える存在であることを認識し、暴力団に加入せず、及び暴力
団員による犯罪の被害を受けないよう、青少年に対し、指導、助言その他の必要な措置を講ずる
よう努めるものとする。
　２�　区は、青少年の教育又は育成に携わる者が前項に規定する措置を円滑に講ずることができる

よう、警察及び暴追都民センター等と連携し、情報の提供、助言その他の必要な支援を行うも
のとする。

（区民等の安全確保のための措置）
第13条　区長は、暴力団員の祭礼、興行その他の公共の場所における行事への関与その他暴力団員
がその所属する暴力団の威力を示して行う行為により、区民等に迷惑をかけ、又は危害を及ぼす
おそれがあると認めるときは、区の区域を管轄する警察署の長に対し、区民等の安全及び平穏な
生活を確保するために必要な措置を講ずるよう要請することができる。

（暴力団事務所排除の支援）
第14条　区は、暴力団事務所（暴力団の活動の拠点となっている施設又は施設の区画された部分をい
う。）の排除に係る訴訟であって、暴力団排除活動に資すると認められるものを提起し、又は提起
しようとする者に対し、当該訴訟に関し、警察及び暴追都民センター等と連携して、情報の提供、
助言その他の必要な支援を行うことができる。

（委　任）
第15条　この条例の施行について必要な事項は、区長が定める。

　　付　則
　（施行期日）
1		 この条例は、公布の日から施行する。
		 （東京都台東区立一葉記念館条例の一部改正）
2		 東京都台東区立一葉記念館条例（昭和36年4月台東区条例第1号）の一部を次のように改正する。
			   （次のよう略）
		 （東京都台東区立旧東京音楽学校奏楽堂条例の一部改正）
3		�  東京都台東区立旧東京音楽学校奏楽堂条例（昭和62年3月台東区条例第2号）の一部を次のように
改正する。

			   （次のよう略）
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		 （東京都台東区生涯学習センター条例の一部改正）
4		�  東京都台東区生涯学習センター条例（平成13年6月台東区条例第55号）の一部を次のように改正する。
			   （次のよう略）
		 （東京都台東区立社会教育センター及び社会教育館条例の一部改正）
5		�  東京都台東区立社会教育センター及び社会教育館条例（平成2年12月台東区条例第27号）の一部を
次のように改正する。

			   （次のよう略）
		 （東京都台東区体育施設条例の一部改正）
6		 東京都台東区体育施設条例（昭和50年3月台東区条例第12号）の一部を次のように改正する。
			   （次のよう略）
		 （東京都台東区立少年自然の家条例の一部改正）
7		 東京都台東区立少年自然の家条例（昭和58年9月台東区条例第29号）の一部を次のように改正する。
			   （次のよう略）
		 （東京都台東区自然の村施設の設置等に関する条例の一部改正）
8		�  東京都台東区自然の村施設の設置等に関する条例（昭和52年4月台東区条例第8号）の一部を次の
ように改正する。

			   （次のよう略）
		 （東京都台東区保健所検査センター付設集会室の設置、管理及び使用に関する条例の一部改正）
9		�  東京都台東区保健所検査センター付設集会室の設置、管理及び使用に関する条例（平成13年3月台
東区条例第6号）の一部を次のように改正する。

			   （次のよう略）
		 （東京都台東区立浅草公会堂の設置等に関する条例の一部改正）
10	� 東京都台東区立浅草公会堂の設置等に関する条例（昭和52年4月台東区条例第9号）の一部を次の
ように改正する。

			   （次のよう略）
		 （東京都台東区立台東区民会館条例の一部改正）
11	� 東京都台東区立台東区民会館条例（昭和44年7月台東区条例第18号）の一部を次のように改正する。
			   （次のよう略）
		 （東京都台東区立区民館条例の一部改正）
12	東京都台東区立区民館条例（昭和48年6月台東区条例第15号）の一部を次のように改正する。
			   （次のよう略）
		 （東京都台東区立産業研修センター条例の一部改正）
13	� 東京都台東区立産業研修センター条例（平成15年3月台東区条例第1号）の一部を次のように改正
する。

			   （次のよう略）
		 （東京都台東区立浅草文化観光センター条例の一部改正）
14	� 東京都台東区立浅草文化観光センター条例（昭和60年3月台東区条例第4号）の一部を次のように
改正する。

			   （次のよう略）
		 （東京都台東区立児童館条例の一部改正）
15	東京都台東区立児童館条例（昭和44年4月台東区条例第3号）の一部を次のように改正する。
			   （次のよう略）
		 （東京都台東区立老人福祉施設の設置等に関する条例の一部改正）
16	� 東京都台東区立老人福祉施設の設置等に関する条例（昭和53年7月台東区条例第30号）の一部を次
のように改正する。

			   （次のよう略）
		 （東京都台東区立健康増進センター条例の一部改正）
17	東京都台東区立健康増進センター条例（平成6年3月台東区条例第4号）の一部を次のように改正する。
			   （次のよう略）
		 （東京都台東区立環境ふれあい館条例の一部改正）
18	� 東京都台東区立環境ふれあい館条例（平成18年10月台東区条例第61号）の一部を次のように改正
する。

			   （次のよう略）
　　付　則（平成24年12月18日条例第40号）
　この条例は、公布の日から施行する。
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東京都台東区公共の場所における客引き行為等の防止に関する条例
平成29年6月28日

条例第23号

（目　的）
第1条　この条例は、公共の場所における客引き行為、勧誘行為及び客待ち（以下「客引き行為等」
という。）を東京都台東区、区民、警察等が協力して防止することにより、快適で平穏な区民生活
を保持し、安全で安心な地域社会の実現に資することを目的とする。

（定　義）
第2条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
　⑴�　客引き行為　次に掲げる営業について、通行人等不特定の者の中から相手方を特定して客と

なるように誘う行為をいう。
　イ　酒類を伴う飲食をさせる行為を提供する営業
　ロ�　個室を設けて当該個室において客に専用装置による伴奏音楽に合わせて歌唱を行わせる施設

を提供する営業
　ハ�　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号。以下「法」という。）

第2条第6項に規定する店舗型性風俗特殊営業
　ニ�　児童（18歳に達した日以後の最初の3月31日までの間にある者をいう。）に対して物品を販売す

る営業
　⑵　勧誘行為　次に掲げる行為をいう。
　イ　人の性的好奇心に応じて人に接する役務に従事するように勧誘すること。
　ロ�　専ら異性に対する接待（法第2条第3項に規定する接待をいう。）をして酒類を伴う飲食をさせ

る役務に従事するように勧誘すること。
　ハ�　わいせつな行為に係る人の姿態であって性欲を興奮させ、又は刺激するものをビデオカメラ

その他の機器を用いて撮影するための被写体となるように勧誘すること。
　⑶�　客待ち　前2号に掲げる行為をする目的で、それらの行為の相手方となるべき者を待つことを

いう。
　⑷�　区民等　区内に住所若しくは勤務先を有する者若しくは区内の学校に在学する者又は区内に

滞在する者若しくは区内を通過する者をいう。
　⑸　事業者　区内で事業活動を行う法人その他の団体及び個人をいう。
　⑹　飲食店等を営む者　次に掲げる営業を行う者をいう。
　イ　酒類を伴う飲食をさせる行為を提供する営業
　ロ�　個室を設けて当該個室において客に専用装置による伴奏音楽に合わせて歌唱を行わせる施設

を提供する営業
　ハ　法第2条第6項に規定する店舗型性風俗特殊営業
　ニ　物品を販売する営業
　⑺　公共の場所　道路、公園、広場その他不特定の者が通行し、又は利用する場所をいう。

（適用上の注意）
第3条　この条例の適用に当たっては、何人の権利をも不当に侵害しないように留意しなければならない。

（区の責務）
第4条　東京都台東区は、東京都、警察その他の関係行政機関及び地域団体（町会、商店会その他の
地域活動を行う団体をいう。以下同じ。）と連携し、公共の場所における客引き行為等の防止に関
する意識の啓発その他この条例の目的を達成するために必要な施策を推進するものとする。

（区民等及び事業者の責務）
第5条　区民等及び事業者は、東京都台東区が実施する前条の施策に協力するよう努めるものとする。
　２�　事業者は、公共の場所における客引き行為等の防止に関し、従業員への指導、監督その他必

要な措置を講ずるよう努めるものとする。
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（客引き行為等防止特定地区における地域団体の責務）
第6条　第9条第1項に規定する特定地区を活動の範囲に含む地域団体は、巡回、啓発その他の客引き
行為等を行わせないための取組を自主的に推進するよう努めるものとする。

（公共の場所における客引き行為等の禁止）
第7条　何人も、公共の場所において、客引き行為等をしてはならない。
　２�　何人も、金銭その他の財産上の利益を供与し、又はその供与を約束して、他人に公共の場所

における客引き行為等をさせてはならない。

（客引き行為又は勧誘行為を用いた営業の禁止）
第8条　飲食店等を営む者は、公共の場所において客引き行為をした者又は当該行為に関係のある者
から紹介を受けた者を、客として営業所内に立ち入らせてはならない。
　２�　事業者は、公共の場所において勧誘行為をした者又は当該行為に関係のある者から紹介を受

けた者を、営業所等において当該行為の目的となる役務等に従事させてはならない。

（客引き行為等防止特定地区の指定等）
第9条　東京都台東区長（以下「区長」という。）は、公共の場所における客引き行為等を防止するため、
特に必要があると認める区域を、客引き行為等防止特定地区（以下「特定地区」という。）として
指定することができる。
　２�　区長は、特定地区を指定したときは、当該特定地区の区域その他必要があると認める事項を

告示しなければならない。
　３�　区長は、必要があると認めるときは、その指定した特定地区の区域を変更し、又はその指定

を解除することができる。
　４　第2項の規定は、前項の規定による変更又は解除をした場合について準用する。

（指　導）
第10条　区長は、特定地区において、第7条又は第8条の規定に違反する行為をしていると認められ
る者に対し、当該行為を中止するよう必要な指導をするものとする。
　２�　区長は、前項の指導をするために、客引き行為等防止推進員及び客引き行為等防止指導員（以

下「推進員等」という。）を置くことができる。
　３�　何人も、推進員等に対する威迫、つきまといその他推進員等に不安を覚えさせるような方法

により、第1項の指導を妨害してはならない。

（警　告）
第11条　区長は、前条第1項の指導を受けた者が更に第7条又は第8条の規定に違反する行為をしてい
ると認めるときは、その者に対し、当該行為を中止するよう警告をすることができる。

（勧　告）
第12条　区長は、前条の警告を受けた者が更に第7条又は第8条の規定に違反する行為をしていると
認めるときは、その者に対し、当該行為を中止するよう勧告をすることができる。

（立入調査等）
第13条　区長は、第10条第1項、第11条及び前条に規定する措置を行うため必要があると認めるとき
は、区職員に、第7条又は第8条の規定に違反する行為をした者の事務所、営業所その他の場所に
立ち入らせ、必要な事項を調査させ、又は関係者に対し、当該違反する行為をした者の氏名、住
所その他必要な事項について質問させ、若しくは文書の提示その他の協力を求めさせることがで
きる。
　２�　前項の規定による立入調査等をする区職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提

示しなければならない。
　３�　第1項の規定による立入調査等の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。
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（公　表）
第14条　区長は、第12条の勧告を受けた者が正当な理由なく当該勧告に従わなかったときは、当該
勧告の内容その他台東区規則で定める事項を公表することができる。
　２�　区長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、当該公表に係る者にそ

の理由を通知し、意見を述べる機会を与えなければならない。

（店舗場所の提供者への通知）
第15条　区長は、前条第1項の規定による公表をしたときは、当該公表に係る者にその営業その他の
業務の用に供するための場所を提供する土地又は建物（その一部を含む。）の所有者又は管理者に
対し、当該公表に係る事項を通知することができる。

（委　任）
第16条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、台東区規則で定める。

（過　料）
第17条　次の各号のいずれかに該当する者は、5万円以下の過料に処する。
　⑴　第12条の勧告を受けた後に、特定地区において第7条又は第8条の規定に違反する行為をした者
　⑵�　第13条第1項の規定による立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同項の規定による質

問に対し陳述せず、若しくは虚偽の陳述をした者

（両罰規定）
第18条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の
業務に関し、前条の規定による違反行為をしたときは、その行為者を罰するほか、その法人又は
人に対しても、同条の過料を科する。

　　　付　則

（施行期日）
　１　この条例は、平成29年10月1日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。

（準備行為）
　２�　第9条の規定による特定地区の指定及びこれに関し必要な行為は、この条例の施行の日前にお

いても、同条の規定の例により行うことができる。
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東京都台東区公共の場所における客引き行為等の防止に関する条例施行規則
平成29年6月28日

規則第31号

（趣　旨）
第1条　この規則は、東京都台東区公共の場所における客引き行為等の防止に関する条例（平成29年6
月台東区条例第23号。以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。

（定　義）
第2条　この規則で使用する用語の意義は、条例で使用する用語の例による。

（客引き行為等防止特定地区の指定等に係る告示）
第3条　条例第9条第2項の規定により告示する事項は、次に掲げる事項とする。
　⑴　指定した客引き行為等防止特定地区（以下「特定地区」という。）の名称及び区域
　⑵　指定の効力が生ずる日
　２�　条例第9条第4項において準用する条例第9条第2項の規定により告示する事項は、次に掲げる

事項とする。
　⑴　区域を変更し、又は指定を解除する特定地区の名称及び区域
　⑵　区域の変更又は指定の解除の効力が生ずる日

（客引き行為等防止推進員）
第4条　条例第10条第2項に規定する客引き行為等防止推進員（以下「推進員」という。）は、次の各
号のいずれにも該当し、かつ、東京都台東区長（以下「区長」という。）が適任と認める者とする。
　⑴　台東区内に住所若しくは勤務先を有する者又は台東区内の学校に在学する者
　⑵　町会、商店会その他の地域活動を行う団体から推薦を受けた者
　２　推進員は、条例第10条第1項の規定による指導を口頭により行う。

（客引き行為等防止指導員）
第5条　条例第10条第2項に規定する客引き行為等防止指導員（以下「指導員」という。）は、区長が
委託する客引き行為等の防止を目的とする業務に従事する者とする。
　２　指導員は、条例第10条第1項の規定による指導を書面又は口頭により行う。

（指　導）
第6条　条例第10条第1項の規定による指導は、指導書（第1号様式）及び指導書交付控（第2号様式）
を作成し、指導書交付控に当該指導の相手方の署名を求めた上で、指導書を相手方に交付するこ
と又は口頭により行う。

（警　告）
第7条　条例第11条の規定による警告は、警告書（第3号様式）及び警告書交付控（第4号様式）を作成し、
警告書交付控に当該警告の相手方の署名を求めた上で、警告書を相手方に交付することにより行う。

（勧　告）
第8条　条例第12条の規定による勧告は、勧告書（第5号様式）及び勧告書交付控（第6号様式）を作成し、
勧告書交付控に当該勧告の相手方の署名を求めた上で、勧告書を相手方に交付することにより行う。

（違反行為の撮影）
第9条　区長は、条例第10条第1項の規定による指導、条例第11条の規定による警告又は条例第12条
の規定による勧告を行うに当たっては、当該違反行為をビデオカメラその他の機器を用いて撮影
することができる。
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（公表事項等）
第10条　条例第14条第1項の規定による公表（以下「公表」という。）は、次に掲げる事項を東京都台
東区公告式条例（昭和25年9月台東区条例第12号）第2条第2項に規定する東京都台東区役所門前掲
示場への掲示等により行うものとする。
　⑴　公表を開始する日及び公表をする期間
　⑵　勧告を受けた者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、所在地及び代表者の氏名）
　⑶　違反行為に関連する営業所名及び当該営業所の所在地
　⑷　違反行為の内容及び正当な理由なく勧告に従わなかった旨
　⑸　前各号に掲げるもののほか、区長が特に必要があると認める事項

（意見陳述の機会の付与）
第11条　区長は、条例第14条第2項の規定により意見の聴取を行うときは、当該聴取をされるべき者
に対し、次項に規定する意見陳述までに相当の期間をおいて、次に掲げる事項を記載した公表通
知書（第7号様式）により通知するものとする。
　⑴　公表しようとする事項
　⑵　公表の根拠となる条例の条項
　⑶　公表の原因となる事実
　２�　前項の規定による通知を受けた者は、公表されようとする事項につき、書面又は口頭により

意見を述べることができる。
　３�　区長は、前項の規定による口頭の意見が述べられたときは、口頭により意見を述べた者の陳

述の要旨を記載した意見陳述聴取書（第8号様式）を作成するものとする。

（店舗場所の提供者への通知）
第12条　条例第15条の規定による通知は、店舗場所提供者に対する公表事項通知書（第9号様式）に
より行うものとする。

（過　料）
第13条　区長は、条例第17条又は第18条の規定により過料を科そうとするときは、告知・弁明書（第
10号様式）により、当該過料を科されるべき者に対し、あらかじめ告知し、弁明の機会を付与する
ものとする。この場合において、区長は、告知・弁明書交付控（第11号様式）に告知・弁明書を受
領した旨の署名を求めるものとする。
　２�　区長は、前項の規定による手続の後において過料を科するときは、過料処分通知書（第12号様

式）を交付するものとする。この場合において、区長は、当該過料を科されるべき者に対し、過
料処分通知書交付控（第13号様式）に過料処分通知書を受領した旨の署名を求めるものとする。

　３�　前項後段の規定にかかわらず、区長は、郵送その他の手段により、過料処分通知書の受領が
確認できる場合は、過料処分通知書交付控に過料処分通知書を受領した旨の署名を求めること
を省略することができる。

（委　任）
第14条　この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、区長が別に定める。

　　　付　則

（施行期日）
　１　この規則は、平成29年10月1日から施行する。ただし、次項の規定は公布の日から施行する。

（準備行為）
　２�　第3条の規定による特定地区の指定等に係る告示に関し必要な行為は、この規則の施行の日前

においても、同条の規定の例により行うことができる。



は　じ　め　に

「台東区の生活安全」は、警察で認知した区内の犯罪状況と、生活の安全に関する区の
事業をまとめたもので、平成１７年から毎年作成しています。

犯罪発生状況については、地域の自主防犯活動にご活用いただくため、町会ごとの詳細
なデータを掲載しています。

令和４年中における区内４警察署（上野・下谷・浅草・蔵前）で認知した刑法犯の件数は、
２，５３５件で、令和３年と比較すると１６０件増加しており、平成２６年以降８年ぶり
の増加となりました。

台東区では、「特殊詐欺」、「侵入盗」、「万引き」、「自転車盗」、「子供に対する犯罪」の
５罪種を重点犯罪に指定し、対策を実施してまいりました。

特に、特殊詐欺については、被害件数は４８件で前年（令和３年）比３９件の減少、被
害額は約７千２百万円で前年（令和３年）比約１億円減少と、被害件数、被害額とも大き
く減少しています。

区は、特殊詐欺被害をなくすため、区内４警察署と連携して、高齢者世帯を対象に、被
害防止に有効な「自動通話録音機」の無償貸与を行っています。また、被害防止の啓発番
組を制作し、YouTube での配信や町会への啓発 DVD 配布を行うとともに、広報紙やチ
ラシなどによる情報発信を継続して実施しています。他の犯罪では、万引き被害が減少し
たものの、侵入盗、自転車盗、子供に対する犯罪は増加しています。

防犯設備整備助成事業として、町会、商店街等の地域団体が、当該地区における安全確
保及び犯罪抑止のために設置する防犯カメラ等の防犯設備整備にかかる費用の一部を助成
しています。

子供の安全安心を守る事業としては、子供が利用する施設等を中心とした、青色回転灯
付きパトロールカーによる巡回を行っています。

今後も、区民と本区を訪れる方々の安全と安心を確保するため、警察、関係団体そして 
地域の皆様と、区内の犯罪状況や防犯活動等の情報を共有し、協働して犯罪に強いまちづ
くりに努めてまいります。

なお、本書は警視庁本部、区内の警察署、消防署等で集計した資料に基づき作成したも
のです。資料の提供を含め多大なご協力をいただきましたことに、厚くお礼を申し上げます。
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台東区の
生活安全

令和４年の
台東区内の犯罪発生状況

台東区危機管理室
生 活 安 全 推 進 課

犯罪は　許さぬ町の　心意気

あいさつで　守ろうぼくらの　すむ町を
（台東区「安全･安心まちづくり」標語）

台東区暴力団追放都市宣言

平成17年12月15日
告 示 第 5 8 3 号

　台東区が暴力団追放都市であることを次のとおり宣言する。

　暴力や犯罪のない平穏で明るい地域社会の実現は、台東区民共通の願い

である。

　しかし、近年、暴力団は、政治、経済、社会のあらゆる分野に不当に介入し、

その資金獲得活動を多様化、不透明化させるとともに、銃器等を使用した対

立抗争事件を引き起こすなど、日常生活に不安と脅威を与えている。

　このような暴力団の存在は、平穏で安全な生活を望む区民の願いを踏みに

じるものであり、断じて許されるものではない。

　台東区は、暴力団のいない平穏で明るい地域社会の実現に向けて努力する

ことを誓い、ここに暴力団追放都市であることを宣言する。

令和5年11月　発行
発行者　台東区危機管理室生活安全推進課
　　　　台東区東上野4丁目5番6号
　　　　電話（5246）1044
　　　　　　　　　　　　　　令和5年度　登録41号

古紙配合の再生紙を使用しています


